
○長和町奨学金の貸与に関する規則 

平成１７年１０月１日教育委員会規則第９号 

改正 

平成１９年６月１４日教育委員会規則第１号 

平成２４年３月２２日教育委員会規則第１号 
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長和町奨学金の貸与に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、長和町奨学基金条例（平成１７年長和町条例第５０号）第１条の目

的を達成するため必要な事項を定めるものとする。 

（資金） 

第２条 長和町奨学金の貸与に関する資金は、長和町奨学基金の運用によってこれに充て

る。 

（奨学生の資格） 

第３条 奨学金の貸与を受けることができる者（以下「奨学生」という。）は、次に掲げ

る要件を備えていなければならない。 

(1) 経済的理由により学費の支弁が困難と認められる者 

(2) 高等学校、高等専門学校、専修学校、短期大学又は大学に在学している者 

(3) 出身学校長又は在学の学校長が推薦した者 

(4) 成績優良、品行方正であること。 

(5) 奨学生本人が長和町に１年以上居住し、現に生活の本拠を長和町に有しているこ

と又は有していたこと。 

(6) 奨学生の親権者が、長和町内に住所を有すること。 

２ 前項第１号に該当する者は、次に掲げる基準及び方法により判定する。家計支持者

（父母又は父母がいない場合は代わって家計を支えている人）の前年中の収入金額から

別表第１の方法により所得金額を算出し、その所得金額から別表第２の世帯状況等に応

じ控除額を差し引いた金額が別表第３の認定基準額以下であること。 

（貸与金額） 



第４条 奨学金の貸与額は、高等学校及び高等専門学校の生徒については月額２万５，０

００円又は３万５，０００円、大学、短期大学及び専修学校の学生については月額４万

円又は５万円を奨学生が選択できるものとする。 

（貸与条件） 

第５条 奨学金の貸与条件は、次のとおりとする。 

(1) 貸与利子 無利子 

(2) 貸与期間 その学校の所定の修業期間内とする。 

（出願の手続） 

第６条 奨学金の貸与を受けようとする者は、在学の学校長又は出身学校長の推薦を受け、

保護者連名で次に掲げる書類を長和町教育委員会（以下「教育委員会」という。）に提

出する。なお、高等学校又は高等専門学校から短大、大学等まで引き続き貸与を受けよ

うとする場合は、短大、大学等進学時に改めて手続きするものとする。 

(1) 奨学生願書（様式第１号） 

(2) 資力調書（様式第２号） 

(3) 奨学生推薦調書（様式第３号） 

（奨学金貸付運営委員会） 

第７条 奨学生の選考その他この規則に定める必要事項を審議するため、長和町奨学金貸

付運営委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は、委員１０人以内をもって組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者を教育委員会が委嘱する。 

(1) 教育委員 若干人 

(2) 議会を代表する者 若干人 

(3) 民生児童委員 若干人 

(4) 学識経験者 若干人 

４ 委員会に会長及び副会長各１人を置く。会長及び副会長は、委員の互選によりこれを

定める。 

５ 会長は、会務を総理し、及び会議を招集し議長となる。副会長は、会長を補佐し、会

長に事故があるときは、これを代理する。 

６ 委員の任期は２年とし、再任されることができる。ただし、補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 



（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、教育長、教育委員会事務局職員がこれにあたる。 

（貸与の決定） 

第９条 奨学金の貸与は、教育委員会が委員会の審査を経て決定し、奨学生選定通知書

（様式第４号）により本人に通知するものとする。 

（誓約書） 

第１０条 奨学生に決定された者は、前条の通知を受けた日から１０日以内に、連帯保証

人２人（保護者及び本人の父母、祖父母、兄弟姉妹以外の者）の連署を付けた奨学金借

用誓約書（様式第５号）を教育委員会に提出しなければならない。 

（貸付台帳） 

第１１条 教育委員会は、奨学生を決定したときは、奨学金貸付台帳（様式第６号）を作

成し、整備保管するものとする。 

（奨学金の交付） 

第１２条 奨学金は、毎月奨学生本人に交付する。ただし、初回月においては、奨学生に

決定するまでの月分について数月分をあわせて交付することができるものとする。 

（貸与の停止） 

第１３条 奨学生が第３条の規定による要件を欠くに至ったときは、その翌月分から奨学

金の貸与を停止する。 

（奨学金の償還） 

第１４条 奨学金の貸与を受けた者は、卒業の月の１年後から、貸与を受けた期間の２倍

の期間内に、その全額を月賦、年賦又は半年賦で償還しなければならない。ただし、償

還期限前に全額又は一部を一時に償還することができるものとする。 

２ 奨学生は、退学し、又は奨学金貸与を辞退し、若しくは停止されたときは、その月の

６月後から前項の規定に準じて貸与を受けた奨学金を償還しなければならない。 

（借用証書） 

第１５条 奨学金の貸与を受けた者は、奨学金の全額を借り受けたときは、連帯保証人２

人（保護者及び本人の父母、祖父母、兄弟姉妹以外の者）の連署を付けた奨学金借用証

書（様式第７号）及び奨学金償還明細書（様式第８号）を教育委員会に提出しなければ

ならない。 

（償還猶予） 



第１６条 教育委員会は、奨学生が進学又は疾病その他正当の事由により奨学金の償還が

困難であると認めたときは、相当の期間その償還を猶予することができる。 

２ 償還猶予を必要とする者は、別に定める償還猶予願書に関係書類を添えて教育委員会

に提出しなければならない。 

（償還免除） 

第１７条 奨学生又は奨学生であった者に死亡等やむを得ない事由が生じたときは、償還

を免除することができる。この場合において、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める者は、別に定める償還免除願を教育委員会に提出しなければならない。 

(1) 死亡の場合 遺族又は連帯保証人 

(2) 前号に掲げる以外の場合 本人及び連帯保証人 

（延滞利息） 

第１８条 正当な理由がなく償還を遅延したときは、その金額に対して年８パーセントの

割合で延滞利息を徴収する。ただし、委員会が、特別の事情があると認める場合には、

延滞利息を徴収しないことができる。 

（届出等の義務） 

第１９条 次の各号のいずれかに該当する場合は、奨学生又は連帯保証人が直ちにその旨

を教育委員会に届け出なければならない。 

(1) 休学、復学、転学、退学又は転校したとき。 

(2) 在学の学校を卒業したとき。 

(3) 本人及び連帯保証人等に住所などの異動があったとき。 

(4) 本人が死亡したとき。 

（その他） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の長門町奨学

金の貸与に関する規則（昭和５５年長門町教育委員会規則第１号）又は和田村奨学金の

貸付けに関する規則（平成元年和田村教育委員会規則第４号）（以下これらを「合併前



の規則」という。）の規定により貸付けを決定された資金については、なお合併前の規

則の例による。 

３ 施行日の前日までに、合併前の規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、

それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ 第３条第１号に規定する居住年数には、合併前の長門町又は和田村における居住年数

を通算する。 

附 則（平成１９年６月１４日教委規則第１号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１９年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、合併前の長門町奨学

金の貸与に関する規則（昭和５５年長門町教育委員会規則第１号）又は和田村奨学金の

貸付けに関する規則（平成元年和田村教育委員会規則第４号）（以下これらを「合併前

の規則」という。）の規定により貸付けを決定された資金については、なお合併前の規

則の例による。 

３ 施行日の前日までに、合併前の規則の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、

それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ 第３条第５号に規定する居住年数には、合併前の長門町又は和田村における居住年数

を通算する。 

附 則（平成２４年３月２２日教委規則第１号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月６日教委規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

  附 則（令和７年４月１日教委規則第１号） 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

所得金額算出表 

家計支持者の前年中の収入金額から以下の算式により所得金額を算出する。 



（１） 給与所得者の場合 （ア） 収入金額が３２９万円以下の場合は０円 

（イ） 収入金額が３３０万円以上４００万円以下の

場合 

収入金額×０．８－２６３万円＝所得金額 

（ウ） 収入金額が４０１万円以上８７８万円以下の

場合 

収入金額×０．７－２２３万円＝所得金額 

（エ） 収入金額が８７９万円以上の場合 

収入金額－４８６万円＝所得金額 

（２） 給与所得者以外の場

合 

総収入金額から必要な経費を控除した額 

別表第２（第３条関係） 

控除額表 

控除区分 控除額 

（ １ ） 

世帯を

対象と

する控

除 

（ア） 母子・父子家世帯 ４９万円 

（ イ ） 

就学者

のいる

世帯 

小学校児童１人につき ９万円 

中学校生徒１人につき １７万円 

国・公立高等学校生徒

１人につき 

自宅通学 ２８万円 

自宅外通学 ４７万円 

私立高等学校生徒１人

につき 

自宅通学 ４１万円 

自宅外通学 ６０万円 

国・公立高等専門学校

生徒１人につき 

自宅通学 ３６万円 

自宅外通学 ５５万円 

私立高等専門学校生徒 自宅通学 ６０万円 



１人につき 自宅外通学 ８０万円 

国・公立大学（短期大

学）学生１人につき 

自宅通学 ６７万円 

自宅外通学 １１６万円 

私立大学（短期大学）

学生１人につき 

自宅通学 １１１万円 

自宅外通学 １５９万円 

国・公立専修学校高等

課程生徒１人につき 

自宅通学 １７万円 

自宅外通学 ２７万円 

私立専修学校高等課程

生徒１人につき 

自宅通学 ３７万円 

自宅外通学 ４６万円 

国・公立専修学校専門

課程生徒１人につき 

自宅通学 ２５万円 

自宅外通学 ７１万円 

私立専修学校専門課程

生徒１人につき 

自宅通学 ７９万円 

自宅外通学 １２３万円 

（ ウ ） 

その他 

障がい者のいる世帯 障がい者１人につき ９９万円 

長期療養者のいる世帯 療養のため経常的に特別な支出をし

ている年間金額 

家計支持者別居世帯 別居のため特別に支出している年間

金額 

ただし、７１万円を限度とする。 

火災・風水害・盗難等

被害世帯 

日常生活を営むための家屋又は生活

費を得るための主たる生産手段

（田・畑・店舗等）に被害があっ

て、将来長期にわたって、支出増又

は収入減になると認められる年間金



額 

その他特別な事情のあ

る世帯 

奨学生申請時における当該家庭の支

出増又は収入減による事情を考慮し

た年間金額 

（２） 本人の就学者

控除 

高等学校、高等専門学校、専修学校

高等課程 

国・公立

自宅通学 

２８万円 

国・公立

自宅外通

学 

４７万円 

私立自宅

通学 

４１万円 

私立自宅

外通学 

６０万円 

大学（短期大学）、専修学校専門課

程 

国・公立

自宅通学 

６７万円 

国・公立

自宅外通

学 

１１６万

円 

私立自宅

通学 

１１１万

円 

私立自宅

外通学 

１５９万

円 

備考 （１）欄の（イ）就学者のいる世帯による控除は、出願者を除く世帯員を対象と

する。 



別表第３（第３条関係） 

認定基準額表 

区分 認定基準額 

世帯人員 １人 １６０万円 

２人 ２５４万円 

３人 ２９５万円 

４人 ３２０万円 

５人 ３４４万円 

６人 ３６２万円 

７人 ３８０万円 

備考 世帯人員が７人を超える場合は、１人増すごとに、１８万円を世帯人員７人の認

定基準額に加算する。 



様式第１号（第６条関係） 

 



様式第２号（第６条関係） 

 



様式第３号（第６条関係） 

 



様式第４号（第９条関係） 

 



様式第５号（第１０条関係） 

 



様式第６号（第１１条関係） 

 



様式第７号（第１５条関係） 

 



様式第８号（第１５条関係） 

 


